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来年度（令和２年度）の新規採用予定
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

情報・通信業

複合サービス業

鉱業・採石業、砂利採取業

教育・学習支援業

不動産業・物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

サービス業（他に分類されないもの）

卸売・小売業

電気・ガス・熱供給・水道

未記入

宿泊・飲食サービス業

その他

医療・福祉業

生活関連サービス業・娯楽業

製造業（水産加工業等含む）

建設業

運輸業

漁業

農業・林業

金融・保険業

業種別

48% 52%

全体

予定あり 予定なし

84%

57%

32%

43%

68%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

大規模

中規模

小規模

軸ラベル

事業規模別

53%

44%

38%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

21%未満

50%未満

21%以上

50%以上

女性管理職割合別

予定あり 予定なし

⇒採用予定の有無は、おおよそ半々であった。

⇒女性管理職の割合が低いほど、「新規採用する」と回答した割合が若干高

かった。

⇒大規模ほど「新規採用する」と回答した割合が高かった。

回答した事業者数６０７（全体の９９％）

（299）

（247）

（61）

（125）

（167）

（315）

⇒「新規採用する」と回答した割合は、金融・保険業が７８％、農業・林業が

７１％、漁業が６２％、複合サービス業や情報・通信業は０％であった。

３１８
２８９
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採用人数
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回答した事業者数２９１（４７％）

43%

50%

56%

57%

60%

61%

62%

63%

65%

67%

75%

80%

82%

88%

100%

100%

100%

100%

21%

50%

44%

43%

31%

28%

28%

38%

18%

11%

25%

20%

6%

7%

6%

6%

4%

10%

13%

29%

3%

6%

6%

8%

22%

12%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

情報・通信業

複合サービス業

金融・保険業

電気・ガス・熱供給・水道

運輸業

生活関連サービス業・娯楽業

製造業（水産加工業等含む）

その他

建設業

未記入

卸売・小売業

医療・福祉業

宿泊・飲食サービス業

農業・林業

サービス業（他に分類されないもの）

漁業

鉱業・採石業、砂利採取業

不動産業・物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

教育・学習支援業
業種別

1～2人 3～5人 6～9人 10人以上

34%

63%

81%

42%

29%

14%

10%

4%

1%

14%

5%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大規模

中規模

小規模

事業規模別

1～2人 3～5人 6～9人 10人以上

⇒「1～2名」、「3～5名」と回答した割合を併せると９０％を占めている。

⇒「10人以上」採用する回答した業種は、医療・福祉業が２２％、金融・

保険業が２９％と高かった。

⇒女性管理職の割合別では、特に大きな差は見受けられなかった。

⇒大規模ほど採用人数が多くなる。

63%

63%

69%

25%

29%

24%

4%

4%

2%

8%

4%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

21%未満

50%未満

21%以上

50%以上

女性管理職割合別

（49）

（76）

（166）

（99）

（142）

（50）
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採用者の性別
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28

114

6031%

9%

39%

21%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

0

20

40

60

80

100

120

全体

13%

18%

20%

23%

25%

38%

40%

41%

49%

50%

60%

63%

25%

100%

20%

7%

13%

18%

14%

19%

1%

6%

75%

60%

50%

50%

50%

41%

40%

46%

50%

31%

47%

30%

28%

20%

25%

20%

43%

50%

100%

25%

23%

40%

17%

25%

13%

60%

12%

19%

17%

20%

13%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

情報・通信業

複合サービス業

宿泊・飲食サービス業

教育・学習支援業

医療・福祉業

金融・保険業

電気・ガス・熱供給・水道

鉱業・採石業、砂利採取業

生活関連サービス業・娯楽業

卸売・小売業

不動産業・物品賃貸業

製造業（水産加工業等含む）

未記入

サービス業（他に分類されないもの）

農業・林業

運輸業

建設業

その他

学術研究、専門・技術サービス業

漁業

業種別

男性 女性 男女不問 決めていない
35%

26%

29%

5%

14%

18%

41%

42%

25%

20%

17%

27%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

21%未満

50%未満

21%以上

50%以上

女性管理職割合別

22%

31%

37%

8%

16%

53%

44%

24%

25%

16%

24%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大規模

中規模

小規模

事業規模別

男性 女性 男女不問 決めていない

⇒「男女不問」と回答した割合が３９％と最も高かった。

⇒女性管理職の割合が高い事業所ほど「女性のみ採用」と回答した割合が高

かった。女性管理職の割合が５０％未満の事業所は、「男女不問」と回答

した割合が高かった。

⇒小規模では、「男性のみの採用」と回答した割合が３７％と高かった。

大規模では、「男女不問」と回答した割合が５３％と高かった。

回答した事業者数２９５（全体の４８％）

（51）

（76）

（168）

（102）

（142）

（51）

⇒「男性のみの採用」と回答した割合が高かった業種は、漁業が６３％、学術

研究業が６０％、建設業が４９％、運輸業が４１％、農業・林業が４０％で

あった。
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採用予定者の学歴

94

33

186

31%

11%

58%
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70%
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180
200

全体

34%

22%

26%

15%

3%

4%

51%

75%

70%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

21%未満

50%未満

21%以上

50%以上

女性管理職割合別

高卒 大卒 不問

46%

27%

24%

19%

12%

3%

35%

61%

72%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大規模

中規模

小規模

事業規模別

⇒小規模ほど「不問」と回答した割合が高かった。

⇒女性管理職割合が２１％未満の事業所では、２１％以上の事業所に比べ、

「大卒採用」と回答した割合が高かった。

24%

25%

25%

26%

29%

29%

33%

35%

37%

39%

40%

50%

50%

60%

63%

13%

15%

5%

10%

18%

37%

20%

50%

40%

100%

100%

100%

76%

63%

60%

69%

71%

71%

58%

47%

26%

61%

60%

30%

38%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

情報・通信業
複合サービス業

農業・林業
鉱業・採石業、砂利採取業

教育・学習支援業
運輸業
漁業

その他
建設業

宿泊・飲食サービス業
生活関連サービス業・娯楽業
製造業（水産加工業等含む）

卸売・小売業
金融・保険業

サービス業（他に分類されないもの）
不動産業・物品賃貸業

医療・福祉業
電気・ガス・熱供給・水道

学術研究、専門・技術サービス業
未記入

業種別

高卒 大卒 不問

⇒「大卒」と回答した割合が高い傾向にあったのは、学術研究、専門・技術

サービス業が４０％、電気・ガス・水道業が５０％、金融・保険業が３７％

であった。

⇒「不問」と回答した割合が５８％と最も高く、「高卒」と回答した割合が

３１％、「大卒」と回答した割合が１１％であった。

回答した事業者数３１３（全体の５１％）

（50）

（72）

（191）

（98）

（152）

（63）
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採用予定者の雇用形態
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64

80%
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全体

60%

67%

67%

69%

71%

74%

75%

76%

78%

80%

85%

89%

95%

100%

100%

100%

100%

100%

40%

33%

33%

31%

29%

26%

25%

24%

22%

20%

15%

11%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

情報・通信業

複合サービス業

教育・学習支援業

宿泊・飲食サービス業

電気・ガス・熱供給・水道

生活関連サービス業・娯楽業

医療・福祉業

卸売・小売業

サービス業（他に分類されないもの）

製造業（水産加工業等含む）

金融・保険業

漁業

不動産業・物品賃貸業

その他

未記入

建設業

農業・林業

鉱業・採石業、砂利採取業

運輸業

学術研究、専門・技術サービス業

業種別

正規 非正規

81%

81%

79%

19%

19%

21%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

21%未満

50%未満

21%以上

50%以上

女性管理職割合別

正規 非正規

82%

81%

78%

18%

19%

22%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大規模

中規模

小規模

事業規模別

⇒多くの業種で「正規雇用の採用」と回答した割合が高かった。

⇒女性管理職の割合では、大きな差は見られなかった。

⇒大規模ほど「正規雇用の採用」と答えた割合が若干高かった。

回答した事業者数３２５（全体の５３％）

（105）

（160）

（60）

（57）

（83）

（185）

6



女性管理職のこれからの登用

90

304

198

15%

51%

33%
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6%

8%

9%

12%

12%

12%

14%

15%

16%

18%

20%

22%

22%

25%

29%

32%

50%

40%

100%

50%

46%

49%

47%

35%

47%

61%

65%

52%

55%

50%

51%

44%

75%

43%

58%

33%

100%

60%

44%

46%

43%

42%

53%

41%

25%

20%

32%

27%

30%

27%

33%

29%

11%

17%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

情報・通信業

複合サービス業

鉱業・採石業、砂利採取業

学術研究、専門・技術サービス業

漁業

建設業

サービス業（他に分類されないもの）

その他

不動産業・物品賃貸業

製造業（水産加工業等含む）

未記入

運輸業

生活関連サービス業・娯楽業

電気・ガス・熱供給・水道

卸売・小売業

宿泊・飲食サービス業

教育・学習支援業

農業・林業

医療・福祉業

金融・保険業

業種別

積極的に登用したい 機会があれば登用したい
特に登用していく考えはない

15%

16%

15%

57%

45%

43%

28%

38%

42%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

21%未満

50%未満

21%以上

50%以上

女性管理職割合別

積極的に登用したい 機会があれば登用したい

特に登用していく考えはない

32%

15%

12%

60%

61%

41%

8%

24%

47%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大規模

中規模

小規模

事業規模別

⇒「積極的に登用したい」と「機会があれば登用したい」と回答した割合を

合わせると６６％であり、半分以上が女性の管理職登用を考えている。

⇒ほとんどの業種で【登用したい】意向あり。

⇒女性管理職の割合が低い事業所ほど【登用したい】と回答した割合が高

かった。

⇒小規模ほど「特に登用していく考えはない」と回答した割合が高かった。

回答した事業者数５９２（全体の９６％）

（123）

（154）

（315）

（284）

（248）

（60）
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女性管理職を「特に増やしていく考えはない」とした理由 （複数回答）

※「その他」と回答された事業者からの記述回答は別冊P１～P3を参照
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19%

20%
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25%

25%

28%

29%

32%

33%

43%

50%

100%

100%

0%

0%

9%

4%

7%

5%

3%

17%

33%

67%

60%

41%

29%

34%

20%

33%

38%

50%

45%

50%

47%

33%

40%

50%

83%

67%

100%

33%

40%

45%

57%

38%

60%

44%

38%

25%

23%

14%

16%

33%

14%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

漁業

生活関連サービス業・娯楽業

教育・学習支援業
医療・福祉業

未記入

その他

学術研究、専門・技術サービス業
卸売・小売業

電気・ガス・熱供給・水道

宿泊・飲食サービス業
不動産業・物品賃貸業

複合サービス業

建設業

運輸業
サービス業（他に分類されないもの）

金融・保険業

製造業（水産加工業等含む）
農業・林業

鉱業・採石業、砂利採取業

情報・通信業

業種別

女性が少数 女性は勤続年数が短い
女性がつける管理職ポストが無い その他

36%

18%

21%

5%

3%

2%

34%

50%

46%

30%

29%

34%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

21%未満

50%未満

21%以上

50%以上

女性管理職割合別

30%

29%

26%

30%

3%

3%

30%

48%

36%

10%

21%

36%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大規模

中規模

小規模

事業規模別

女性が少数 女性は勤続年数が短い
女性がつける管理職ポストがない その他

⇒規模に関わらず「女性が少数」や「女性がつける管理職ポストが無い」と

回答した割合が高かった。

大規模では「女性は勤続年数が短い」と回答した割合が高かった。

⇒女性の管理職の割合が２１％未満の事業所では、「女性従業員が少数」と

回答した割合が３６％と高かった。

⇒業種によってかなりのばらつきが見られた。

⇒「女性がつける管理職ポストが無い」と回答した割合が４１％、「その

他」と回答した割合が３１％と高かった。

回答した事業者数２３１（全体の３８％）

（56）

（62）

（113）

（143）

（78）

（10）
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女性活躍推進の取り組みの有無
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17%

25%

31%

33%

35%

41%

42%

42%

44%

50%

50%

50%

53%

53%

55%

60%

68%

71%

100%

100%

83%

75%

69%

67%

65%

59%

58%

58%

56%

50%

50%

50%

47%

47%

45%

40%

32%

29%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

複合サービス業

漁業

不動産業・物品賃貸業

建設業

農業・林業

その他

サービス業（他に分類されないもの）

卸売・小売業

運輸業

製造業（水産加工業等含む）

鉱業・採石業、砂利採取業

電気・ガス・熱供給・水道

教育・学習支援業

宿泊・飲食サービス業

学術研究、専門・技術サービス業

生活関連サービス業・娯楽業

未記入

医療・福祉業

金融・保険業

情報・通信業

業種別

取り組んでいる 取り組んでいない

61%

46%

22%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

大規模

中規模

小規模

女性管理職の割合が２１％未満

91%

56%

35%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大規模

中規模

小規模

女性管理職の割合が２１％以上５０％未満

100%

51%

35%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大規模

中規模

小規模

女性管理職の割合が５０％以上

39%

47%

42%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

21%未満

50%未…

50%以上

女性管理職割合別

取り組んでいる

回答した事業者数５９０（全体の９６％）

21％以上

50％未満

（123）

（155）

（312）

（83）

（35）

（5）

（83）

（61）

（11）

（119）

（149）

（44）

⇒大規模の事業所であっても取り組んでいない事業所は一定数あり、取り組

み度合いは、女性管理職登用率にも表れていた。
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女性の活躍推進を行っている事業所の取組内容（複数回答）

※「その他」と回答された事業者からの記述回答は別冊P4を参照
0%

15%

18%

19%

20%

20%

20%

21%

23%

25%

28%

30%

31%

32%

32%

33%

36%

40%

43%

0%

25%

12%

9%

9%

16%

40%

7%

7%

25%

6%

20%

11%

5%

9%

12%

10%

0%

25%

15%

9%

14%

20%

13%

20%

12%

7%

22%

10%

11%

16%

18%

33%

15%

20%

14%

0%

25%

18%

14%

21%

33%

22%

23%

30%

17%

20%

19%

26%

14%

12%

40%

14%

0%

12%

9%

6%

7%

20%

3%
2%

25%

3%

5%

9%

0%

6%

14%

5%

4%

4%

2%

5%

0%

9%

18%

8%

7%

10%

7%

25%

6%

10%

5%

33%

3%

5%

0%

25%

12%

9%

17%

20%

11%

16%

21%

22%

10%

12%

16%

9%

18%

10%

0%

1%

7%

2%

2%

9%

3%

5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

複合サービス業

教育・学習支援業

運輸業

電気・ガス・熱供給・水道

卸売・小売業

学術研究、専門・技術サービス業

金融・保険業

農業・林業

建設業

サービス業（他に分類されないもの）

鉱業・採石業、砂利採取業

生活関連サービス業・娯楽業

不動産業・物品賃貸業

製造業（水産加工業等含む）

宿泊・飲食サービス業

その他

情報・通信業

医療・福祉業

漁業

未記入

業種別

継続就業支援 積極的な役職登用
研修機会 性別にとらわれない評価制度
積極的な採用・配置 男性への意識啓発
管理職登用研修 時間外勤務の削減
その他

22%

31%

26%

10%

11%

6%

12%

10%

18%

20%

22%

22%

6%

3%

1%

5%

3%

3%

7%

7%

6%

16%

10%

16%

1%

3%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

21%未満

50%未満

21%以上

50%以上

女性管理職割合別

20%

25%

30%

11%

10%

8%

13%

11%

16%

23%

20%

20%

5%

5%

4%

5%

3%

4%

7%

8%

6%

16%

15%

12%

0%

3%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大規模

中規模

小規模

事業規模別

継続就業支援 積極的な役職登用
研修機会 性別にとらわれない評価制度
積極的な採用・配置 男性への意識啓発
管理職登用研修 時間外勤務の削減
その他

⇒「継続就業を目的とした支援」と回答した割合が６１％と最も高く、次に

「性別にとらわれない評価制度」と回答した割合が５０％と高かった。 ⇒女性管理職の割合が５０％以上の事業所では、「積極的に女性を役員に登用

する」と回答した割合が低いものの、「女性のための研修機会を付与」と回答

した割合は高かった。

153

58
78

125

26 23
42

87

10

61%

23%
31%

50%

10% 9%
17%

35%

4% 0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

0
20
40
60
80
100
120
140
160
180

全体
回答した事業者数２５２（全体の４１％）

（52）

（76）

（124）

（89）

（120）

（43）

⇒大規模ほど「積極的に女性を役員に登用する」や「性別にとらわれない評価制

度」、「時間外勤務の削減」と回答した割合が高かった。

小規模ほど「継続就業を目的とした支援」や「研修機会」と回答した割合が高

かった。
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女性活躍推進の取り組みの効果（複数回答）

18%

21%

26%

8%

8%

6%

15%

13%

10%

10%

11%

14%

14%

15%

15%

23%

20%

13%

3%

3%

4%

4%

3%

4%

4%

6%

8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大規模

中規模

小規模

事業規模別

6%

17%

18%

20%

20%

21%

21%

22%

23%

23%

23%

23%

23%

25%

32%

33%

40%

25%

12%

13%

12%

7%

13%

7%

6%

8%

6%

23%

5%

5%

5%

40%

20%

25%

12%

21%

9%

7%

7%

18%

14%

17%

13%

15%

8%

9%

10%

14%

33%

18%

17%

15%

13%

20%

7%

11%

18%

11%

8%

10%

17%

5%

20%

6%

4%

12%

33%

13%

7%

21%

6%

15%

17%

8%

17%

20%

25%

18%

24%

21%

27%

7%

13%

43%

21%

11%

20%

17%

23%

16%

13%

50%

18%

33%

20%

12%

4%

3%

11%

5%
3%

5%

20%

25%

12%

4%

3%

7%

3%

4%

7%

2%

7%

20%

25%

3%

7%

7%

7%

17%

5%

8%

7%

12%

9%

20%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

複合サービス業

農業・林業

教育・学習支援業

電気・ガス・熱供給・水道

未記入

金融・保険業

学術研究、専門・技術サービス業

運輸業

医療・福祉業

生活関連サービス業・娯楽業

宿泊・飲食サービス業

サービス業（他に分類されないもの）

製造業（水産加工業等含む）

不動産業・物品賃貸業

卸売・小売業

建設業

鉱業・採石業、砂利採取業

その他

情報・通信業

漁業

業種別

職場の雰囲気 良い人材の採用 中途退職の減少
生産性の向上 業務効率の向上 仕事と生活の両立
新サービスの開発 販路の拡大 イメージの向上

21%

23%

25%

8%

6%

8%

14%

11%

12%

11%

13%

11%

16%

17%

10%

18%

15%

22%

3%

4%

3%

4%

3%

3%

6%

8%

6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

21%未満

50%未満

21%以上

50%以上

女性管理職割合別

職場の雰囲気 良い人材の採用 中途退職の減少

生産性の向上 業務効率の向上 仕事と生活の両立

新サービスの開発 販路の拡大 イメージの向上

123

40

69 65
83

99

18 19
35

49%

16%

28% 26%
33%

40%

7% 8%
14%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

0

20

40

60

80

100

120

140

全体
回答した事業者数２４９（全体の４０％）

⇒小規模ほど「職場の雰囲気が良くなり活気が出た」と回答した割合が高かった。

大規模ほど、「仕事と生活を両立する従業員が増えた」と回答した割合が高かった。

（86）

（120）

（43）

（50）

（74）

（125）

⇒「職場の雰囲気が良くなり活気が出た」と回答した割合が４９％と最も高く、次に

「仕事と生活を両立する従業員が増えた」と回答した割合が４０％と高かった。
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女性の活躍推進を行っていない事業所の理由（複数回答）

※「その他」と回答された事業者からの記述回答は別冊P5～P6を参照

38

118

76

14

84

49
11%

34%

22%

4%

24%

14%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

0

20

40

60

80

100

120

140

全体
回答した事業者数３４４（全体の５６％）

4%
9%
10%
11%
13%
14%
14%
17%
20%
22%

75%

27%

36%

40%

40%

50%

50%

80%

83%

36%

38%

32%

25%

18%

14%

36%

50%

40%

17%

27%

9%

20%

50%

18%

12%

27%

29%

21%

43%

14%

17%

17%

9%

9%

7%

5%

8%

7%

1%

0%

27%

18%

20%

20%

50%

10%

21%

16%

18%

18%

33%

29%

14%

17%

20%

28%

25%

9%

27%

40%

20%

10%

17%

14%

21%

6%

11%

13%

21%

20%

17%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

情報・通信業
未記入
漁業

生活関連サービス業・娯楽業
学術研究、専門・技術サービス業

鉱業・採石業、砂利採取業
教育・学習支援業

宿泊・飲食サービス業
医療・福祉業

その他
卸売・小売業

製造業（水産加工業等含む）
サービス業（他に分類されないもの）

建設業
複合サービス業

不動産業・物品賃貸業
金融・保険業

電気・ガス・熱供給・水道
運輸業

農業・林業

業種別

今後取り組む予定あり 既に活躍している 女性は少数だから
女性従業員の意識伴わず 必要性を感じない その他

11%

8%

9%

28%

27%

45%

24%

16%

15%

4%

3%

3%

20%

31%

18%

13%

15%

10%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

21%未満

50%未満

21%以上

50%以上

女性管理職割合別

今後取り組む予定あり 既に活躍している 女性は少数だから

女性従業員の意識伴わず 必要性を感じない その他

29%

10%

8%

21%

32%

32%

8%

24%

19%

21%

3%

2%

8%

20%

25%

13%

11%

14%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大規模

中規模

小規模

事業規模別

⇒「既に活躍しており、現状で問題がない」と回答した割合が３４％と最も高く、次に

「必要性を感じない」と回答した割合が２４％と高かった。

⇒医療・福祉業、宿泊・飲食サービス業は、「既に活躍しており、現状で問題がない」と

回答した割合が８０％以上と高かった。

⇒割合が５０％以上の事業所では、「既に活躍しており、現状で問題がない」

と回答した割合が４５％と高かった

（72）

（82）

（190）

（201）

（125）

（18）

⇒大規模ほど「今後取り組む予定」と「女性従業員の意識が伴わない」と回答した

割合が高かった。

小規模、中規模では「既に活躍している」の割合も高いが、「女性は少数だから」

や「必要性を感じていない」と回答した割合も大規模に比べると高かった。
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女性の活躍を推進することによる効果（複数回答）

※「その他」と回答された事業者からの記述回答は別冊P7を参照

228

147
178

156
133 132

179
214

112

13

41%

27%

32%
28%

24% 24%

32%
39%

20%

2% 0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

0

50

100

150

200

250

全体
回答した事業者数５５４（全体の９０％）

8%

9%

10%

13%

13%

13%

14%

15%

15%

15%

16%

16%

17%

19%

19%

19%

21%

22%

24%

8%

18%

5%

13%

6%

11%

8%

12%

5%

10%

15%

13%

8%

9%

4%

9%

9%

7%

6%

25%

17%

9%

18%

13%

9%

13%

12%

11%

18%

11%

14%

15%

25%

12%

13%

6%

9%

15%

15%

25%

25%

9%

10%

13%

13%

11%

11%

11%

10%

10%

5%

9%

8%

2%

8%

16%

9%

19%

3%

17%

8%

6%

15%

4%

6%

6%

13%

12%

8%

9%

8%

19%

10%

14%

6%

15%

6%

25%

17%

8%

6%

11%

14%

11%

7%

10%

7%

9%

15%

17%

7%

10%

10%

6%

12%

8%

27%

15%

13%

11%

8%

11%

15%

13%

13%

11%

7%

9%

12%

13%

15%

4%

9%

25%

27%

21%

13%

16%

15%

15%

15%

10%

14%

16%

11%

17%

14%

12%

9%

15%

15%

12%

5%

6%

6%

11%

11%

8%

8%

6%

5%

5%

5%

13%

3%

9%

4%

9%

0%

6%

1%

1%

1%

2%

5%

3%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

情報・通信業

農業・林業

鉱業・採石業、砂利採取業

学術研究、専門・技術サービス業

複合サービス業

サービス業（他に分類されないもの）

運輸業

建設業

製造業（水産加工業等含む）

医療・福祉業

卸売・小売業

金融・保険業

不動産業・物品賃貸業

教育・学習支援業

宿泊・飲食サービス業

未記入

その他

電気・ガス・熱供給・水道

生活関連サービス業・娯楽業

漁業

業種別

経営の効率化 競争力強化 良い人材確保
職場モラル向上 的確な顧客ニーズ対応 企業イメージ向上
多様化に対応 能力評価意識の向上 労働人口減少対応
その他

15%

15%

17%

10%

9%

10%

12%

11%

12%

10%

10%

12%

7%

10%

12%

8%

10%

9%

14%

11%

8%

15%

15%

11%

7%

8%

7%

1%

2%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

21%未満

50%未満

21%以上

50%以上

女性管理職割合別

経営の効率化 競争力強化 良い人材確保

職場モラル向上 的確な顧客ニーズ対応 企業イメージ向上

多様化に対応 能力評価意識の向上 労働人口減少対応

その他

14%

15%

16%

10%

10%

9%

15%

12%

11%

10%

11%

11%

5%

7%

12%

10%

9%

9%

14%

12%

11%

15%

15%

13%

6%

8%

7%

0%

1%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大規模

中規模

小規模

事業規模別

⇒「経営の効率化」と回答した割合が４１％と最も高く、「能力評価意識の向上」と回

答した割合が３９％と高かった。

（256）

（237）

（61）

（120）

（143）

（291）
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女性の活躍を推進するうえでの課題（複数回答）

※「その他」と回答された事業者からの記述回答は別冊P8を参照

13%

20%

23%

25%

26%

26%

26%

27%

29%

31%

32%

33%

33%

36%

36%

42%

44%

50%

60%

38%

25%

22%

25%

13%

20%

18%

7%

21%

22%

15%

28%

13%

6%

18%

25%

10%

13%

10%

13%

13%

13%

12%

11%

13%

6%

6%

9%

6%

13%

11%

9%

9%

17%

13%

8%

5%

10%

9%

4%

17%

8%

6%

11%

6%

10%

8%

8%

16%

17%

10%

5%
5%
3%

8%
6%

6%
3%
5%

17%
3%

6%
9%

3%

10%
5%

5%
6%

5%
3%

4%

7%

8%
6%

18%
17%

6%

13%

3%

3%
4%

4%
3%

5%

5%

8%
19%

100%
13%

25%
7%

10%
8%
7%

18%

13%
9%

5%
6%

8%
6%

8%
6%
17%

10%

1%
2%

1%

7%

6%
2%

3%

9%

6%

10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

情報・通信業
鉱業・採石業、砂利採取業

漁業
建設業
運輸業

不動産業・物品賃貸業
製造業（水産加工業等含む）

その他
宿泊・飲食サービス業

サービス業（他に分類されないもの）
学術研究、専門・技術サービス業

卸売・小売業
電気・ガス・熱供給・水道

生活関連サービス業・娯楽業
金融・保険業

複合サービス業
農業・林業

医療・福祉業
教育・学習支援業

生活関連サービス業・娯楽業
業種別

家事育児の考慮 業務が限られる 活躍を望む女性少ない
結婚・出産退職 男性の意識・理解が不十分 職場整備にかかる負担増
転勤・異動困難 取り組む余裕がない 社会一般の理解が不十分
コスト労力の増加 手法が分からない 特にない
その他

26%

30%

33%

21%

17%

15%

12%

12%

7%

7%

11%

11%

6%

3%

6%

5%

6%

7%

6%

5%

4%

8%

7%

8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

21%未満

50%未満

21%以上

50%以上

女性管理職割合別

家事育児の考慮 業務が限られる 活躍を望む女性少ない
結婚・出産退職 男性の意識・理解が不十分 職場整備にかかる負担増
転勤・異動困難 取り組む余裕がない 社会一般の理解が不十分
コスト労力の増加 手法が分からない 特にない
その他

26%

28%

30%

18%

20%

18%

15%

13%

8%

8%

8%

10%

9%

6%

4%

7%

4%

6%

9%

4%

4%

7%

10%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大規模

中規模

小規模

事業規模別

⇒「家事や育児を考慮する必要がある」と回答した割合が５８％と最も高く、「女性が就ける業務が限

られている」と回答した割合が３８％と高かった。

⇒農業・林業と複合サービス業については、「働きやすい職場環境を整備する負担が重い」と回答

した割合が高かった。また、農業・林業、運輸業、漁業、鉱業、電気・ガス・水道業は、「女性

が就ける業務が限られる」と回答した割合が高かった。

⇒女性管理職の割合が大きいほど、「家事や育児を考慮する必要がある」と答え

た割合が高く、「業務が限られる」と回答した割合が低かった。

333

216
129 103 61 63 45 44 21 15 32

87
16

58%

38%
22%

18%

11%

11%

8% 8% 4% 3% 6%

15%

3%0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

0

50

100

150

200

250

300

350

全体
回答した事業者数５７６（全体の９４％）

（120）

（151）

（305）

（277）

（238）

（61）

⇒規模に関わらず「家事や育児を考慮する必要がある」や「女性が就ける業務が

限られている」と回答した割合が高かった。

大規模では、小・中規模に比べ、「活躍を望む女性が少ない」や「転勤・異動

困難」と回答した割合が高かった。
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育児休業制度規定の有無

54% 46%

全体

規定あり 規定なし

25%
28%
29%
29%
31%

36%
38%
40%

50%
51%
54%
55%

60%
67%
69%
70%
74%

80%
83%

100%

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120%

教育・学習支援業
宿泊・飲食サービス業

農業・林業
不動産業・物品賃貸業

漁業
生活関連サービス業・娯楽業

学術研究、専門・技術サービス業
卸売・小売業

電気・ガス・熱供給・水道
その他
建設業

サービス業（他に分類されないもの）
複合サービス業

鉱業・採石業、砂利採取業
製造業（水産加工業等含む）

未記入
医療・福祉業

運輸業
金融・保険業
情報・通信業

業種別

64%

47%

38%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

21%未満

50%未満

21%以上

50%以上

女性管理職割合別

1：規定あり

98%

74%

28%

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120%

大規模

中規模

小規模

事業規模別

⇒育児休業制度については５４％の事業所で規定を設けている。

⇒業種間でかなりのバラつきがあった。

⇒大規模ほど「規定あり」と回答した割合が高かった。

回答した事業者数５８６（全体の９５％）

（279）

（246）

（61）

（120）

（154）

（312）

３１９
２６７
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育児休業制度の規定年齢

89

203

12 8 5

28%

64%

4% 3% 2%
0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

0

50

100

150

200

250

全体

回答した事業者数３１７（全体の５２％）

14%

18%

20%

21%

21%

29%

29%

29%

33%

33%

33%

34%

39%

40%

67%

100%

50%

100%

100%

100%

71%

77%

20%

75%

71%

64%

65%

63%

33%

67%

67%

61%

61%

60%

33%

50%

7%

20%

4%

6%

33%

7%

5%

7%

7%

5%

40%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

農業・林業

情報・通信業

不動産業・物品賃貸業

生活関連サービス業・娯楽業

金融・保険業

サービス業（他に分類されないもの）

電気・ガス・熱供給・水道

運輸業

医療・福祉業

未記入

製造業（水産加工業等含む）

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

漁業

鉱業・採石業、砂利採取業

卸売・小売業

その他

宿泊・飲食サービス業

複合サービス業

教育・学習支援業

業種別

1歳6か月未満 1歳6か月（法定どおり） 1歳6か月～2歳 2歳～3歳未満 3歳以上

25%

32%

35%

65%

63%

61%

5%

1%

2%

2%

4%

2%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

21%未満

50%未満

21%以上

50%以上

女性管理職割合別

1歳6ヶ月未満 1歳6ヶ月（法定どおり） 1歳6ヶ月～2歳 2歳～3歳未満 3歳以上

12%

30%

36%

75%

63%

59%

5%

4%

3%

5%

3%

3%

1%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大規模

中規模

小規模

事業規模別

⇒大規模ほど「法定どおりと」回答した割合が高かった。

⇒女性管理職の割合別においては、大きな差は見られなかった。

（46）

（271）

（198）

（126）

（177）

（60）
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介護休業制度規定の有無

49% 51%

全体

規定あり 規定なし

20%

21%

25%

27%

31%

31%

33%

33%

46%

47%

50%

51%

58%

60%

61%

63%

63%

75%

83%

100%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

農業・林業

不動産業・物品賃貸業

教育・学習支援業

生活関連サービス業・娯楽業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊・飲食サービス業

漁業

卸売・小売業

その他

サービス業（他に分類されないもの）

電気・ガス・熱供給・水道

建設業

医療・福祉業

複合サービス業

製造業（水産加工業等含む）

運輸業

未記入

鉱業・採石業、砂利採取業

金融・保険業

情報・通信業

業種別

規定あり

58%

42%

34%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

21%未満

50%未満

21%以上

50%以上

女性管理職割合別

規定あり

97%

64%

25%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大規模

中規模

小規模

事業規模別

⇒「規定あり」「規定なし」と回答した割合がほぼ半数だった。

⇒業種間でかなりのバラつきがあった。

⇒女性の管理職の割合が低いほど、規定を設けている傾向にあった。

⇒大規模ほど規定を設けている傾向にあった。

回答した事業者数５６７（全体の９２％）

（268）

（239）

（60）

（113）

（149）

（305）

２９０２７７
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ライフワークバランスの推進につながる取り組み（複数回答）

※「その他」と回答された事業者からの記述回答は別冊P9を参照

219 231

111
78 76

182

15

38% 40%

19%
13% 13%

31%

3%
0%

10%

20%

30%

40%

50%

0

50

100

150

200

250

全体

13%

17%

18%

20%

20%

21%

21%

23%

23%

24%

25%

25%

25%

26%

27%

33%

35%

35%

37%

38%

28%

17%

28%

40%

20%

31%

21%

30%

15%

26%

13%

20%

27%

21%

25%

24%

26%

26%

13%

13%

17%

8%

20%

20%

18%

10%

13%

19%

7%

13%

15%

17%

13%

8%

33%

18%

16%

15%

6%

23%

17%

9%

20%

8%

7%

5%

12%

13%

13%

15%

8%

9%

10%

6%

7%

6%

15%

10%

20%

10%

10%

11%

8%

2%

15%

4%

7%

7%

6%

6%

0%

3%

33%

28%

20%

8%

24%

17%

23%

26%

38%

10%

19%

21%

20%

33%

12%

13%

15%

38%

5%

5%

7%

2%

2%

3%

2%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

金融・保険業

教育・学習支援業

建設業

鉱業・採石業、砂利採取業

情報・通信業

医療・福祉業

学術研究、専門・技術サービス業

製造業（水産加工業等含む）

不動産業・物品賃貸業

その他

農業・林業

電気・ガス・熱供給・水道

運輸業

卸売・小売業

サービス業（他に分類されないもの）

複合サービス業

生活関連サービス業・娯楽業

未記入

宿泊・飲食サービス業

漁業

業種別

勤務時間の柔軟化 残業の縮減 業務の改善
時間管理意識の向上 特別休暇の制度拡充 特に実施していない
その他

20%

25%

32%

28%

22%

23%

13%

11%

10%

9%

7%

9%

9%

10%

4%

18%

24%

20%

2%

2%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

21%未満

50%未満

21%以上

50%以上

女性管理職割合別

勤務時間の柔軟化 残業の縮減 業務の改善
時間管理意識の向上 特別休暇の制度拡充 特に実施していない
その他

14%

23%

28%

36%

28%

20%

20%

13%

9%

11%

7%

9%

14%

9%

6%

2%

19%

26%

4%

1%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大規模

中規模

小規模

事業規模別

⇒「残業の縮減」と回答した割合が４０％と最も高く、次に「勤務時間の柔軟化」と回

答した割合が３８％と高かった。

「特に何もしていない」と回答した割合が３１％と３番目に高かった。

⇒女性管理職の割合が高いほど、「勤務時間の柔軟化」と回答した割合が高

かった。

⇒大規模ほど「残業時間の縮減」「業務改善」と回答した割合が高くな

り、「勤務時間の柔軟化」と回答した割合が低くなる傾向にある。

回答した事業者数５８２（全体の９５％）

（122）

（154）

（306）

（278）

（243）

（61）
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有給休暇の取得促進の取り組み（複数回答）

※「その他」と回答された事業者からの記述回答は別冊P10を参照

242 253

194

102
145

10

41%
43%

33%

17%

25%

2% 0%
5%
10%
15%
20%
25%
30%
35%
40%
45%
50%

0

50

100

150

200

250

300

全体

13%

13%

17%

21%

22%

22%

23%

24%

24%

25%

25%

26%

27%

28%

28%

29%

29%

31%

33%

33%

13%

17%

67%

11%

24%

22%

36%

34%

32%

27%

25%

33%

27%

31%

33%

26%

12%

21%

33%

33%

38%

22%

5%

21%

22%

14%

21%

28%

21%

25%

16%

22%

19%

21%

23%

24%

18%

17%

0%

13%

9%

11%

14%

22%

18%

7%

8%

25%

21%

10%

11%

18%

8%

18%

15%

33%

25%

35%

17%

47%

18%

11%

9%

15%

16%

19%

2%

12%

8%

13%

18%

15%

17%

4%

5%

1%

2%

2%

2%

3%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教育・学習支援業

農業・林業

不動産業・物品賃貸業

複合サービス業

宿泊・飲食サービス業

卸売・小売業

生活関連サービス業・娯楽業

電気・ガス・熱供給・水道

サービス業（他に分類されないもの）

学術研究、専門・技術サービス業

建設業

情報・通信業

医療・福祉業

運輸業

未記入

金融・保険業

製造業（水産加工業等含む）

漁業

その他

鉱業・採石業、砂利採取業

業種別

柔軟な取得制度 取得しやすい職場の雰囲気づくり
経営者による取得奨励 業務の補完・協力体制の整備
特に実施していない その他

27%

25%

21%

28%

25%

27%

22%

16%

21%

9%

13%

13%

13%

20%

17%

1%

1%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

21%未満

50%未満

21%以上

50%以上

女性管理職割合別

柔軟な取得制度 取得しやすい職場の雰囲気づくり

経営者による取得奨励 業務の補完・協力体制の整備

特に実施していない その他

28%

30%

21%

28%

27%

26%

28%

22%

17%

11%

10%

12%

2%

11%

25%

3%

1%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大規模

中規模

小規模

事業規模別

⇒特に違いは見られなかった。

⇒大規模ほど「経営者による取得奨励」と回答した割合が高くなり、「特に

実施していない」と回答した割合が低くなる傾向にある。

回答した事業者数５８４（全体の９５％）

（122）

（155）

（307）

（276）

（248）

（60）

⇒「取得しやすい職場の雰囲気づくり」と回答した割合が４３％と最も高く、次に

「時間単位、半日単位など柔軟な取得制度」と回答した割合が４１％と高かった。
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残業時間削減の取り組み（複数回答）

※「その他」と回答された事業者からの記述回答は別冊P11～P12を参照

58
117

253
192

4210%
20%

44%

34%

7%
0%

10%

20%

30%

40%

50%

0

50

100

150

200

250

300

全体

4%

4%

5%

5%

7%

9%

9%

10%

11%

13%

15%

20%

25%

50%

12%

14%

17%

27%

29%

22%

13%

16%

21%

17%

21%

11%

11%

20%

31%

36%

50%

33%

50%

53%

43%

33%

27%

33%

48%

38%

32%

42%

43%

38%

39%

28%

30%

31%

60%

29%

67%

50%

24%

36%

50%

45%

29%

13%

33%

42%

25%

20%

27%

34%

22%

33%

23%

20%

7%

12%

7%

4%

13%

13%

5%

5%

11%

5%

5%

28%

4%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

農業・林業

教育・学習支援業

宿泊・飲食サービス業

漁業

複合サービス業

生活関連サービス業・娯楽業

医療・福祉業

未記入

その他

不動産業・物品賃貸業

製造業（水産加工業等含む）

運輸業

卸売・小売業

建設業

学術研究、専門・技術サービス業

サービス業（他に分類されない…

電気・ガス・熱供給・水道

鉱業・採石業、砂利採取業

金融・保険業

情報・通信業

業種別

ノー残業デー 残業の事前承認制
時間効率を意識させる仕組み 特に実施していない
その他

6%

4%

3%

11%

7%

8%

20%

21%

21%

13%

18%

17%

4%

2%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

21%未満

50%未満

21%以上

50%以上

女性管理職割合別

ノー残業デー 残業の事前承認制
時間効率を意識させる仕組み 特に実施していない
その他

11%

4%

4%

20%

11%

5%

21%

23%

18%

3%

13%

21%

3%

3%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大規模

中規模

小規模

事業規模別

⇒「時間効率を意識させる仕組みづくり」と回答した割合が４４％と最も高

く、「特に実施していない」と回答した割合が３４％と続いた。

⇒特に大きな違いは見られなかった。

⇒小規模ほど「特に実施していない」と回答した割合が高かった。

大規模ほど「残業の事前承認制」と回答した割合が高かった。

回答した事業者数５７３（全体の９３％）

（270）

（244）

（59）

（119）

（154）

（300）
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